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下水道は、電気や水道、ガス等と同様に都市機能を支える重要なライフラインであり、震災

時の機能維持や早期の機能回復を図ることが重要な課題となっている。下水道施設のうち一級

河川堤防に設けられた処理場樋門について耐震診断を行った結果、液状化の影響により伸縮継

手部で約1.6ｍの目開きが発生することが懸念された。本稿は、耐震性を有しない処理場樋門に

ついて、地震時に下水道の機能維持を図るとともに堤防への影響が最も少ない従来にはない耐

震補強工法の提案について報告するものである。また、下水道の機能を維持しながら本工法を

実現するための施工方法について述べる。 
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１．はじめに 

 

 本業務は、一級河川堤防に設けられた処理場樋門

の耐震補強設計である。河川堤防の基礎地盤は沖積

砂質土層が分布し、地震時には深さ約15ｍに渡って

液状化が発生する（図-1）。その結果、堤防は約

1.6ｍ沈下し、その影響で樋門内に1ヶ所設置されて

いる伸縮継手部では約1.6ｍの目開きが発生する結

果となった。これにより、堤防土砂の樋門内への流

入や下水道機能の低下が懸念された。そこで、従来

にはない大規模変位を許容できる後施行継手工法と

その施工方法について立案した結果を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．処理場樋門の概要 

 

 処理場樋門の諸元を表-1に示す。 

 

表-1  処理場樋門の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2  樋門断面図 

 

図-1  樋門縦断図 

 

現場打ちボックス函渠

B2.0ｍ×H2.0ｍ、L=42.3ｍ

杭基礎（PC杭φ400、L=11.0m）

H=7.5m

当初計画 4.043m
3
/sec（時間最大）

現計画 1.730m
3
/sec（時間最大）

施設構造

処理
水量

最大土被り

基礎形式

施設寸法

▽13.75 ▽13.90 



 

３．耐震性能照査 
 

(1) 耐震性能照査の手順 

 

 耐震性能の照査は、河川構造物の耐震性能照査指

針・解説（国土交通省）1）に基づき、地盤の変形解

析および地盤の変形を考慮した函体縦方向の解析を

実施した（図-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  耐震性能照査手順 

 

(2) 地盤変形解析 

 

 地盤変形解析は、堤防の基礎地盤が約15ｍの液状

化層であることから、液状化によって低下した地盤

剛性を用い、自重変形解析（有限要素法）によって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沈下変形量を求める手法とした。 

 地盤変形解析の結果、堤防全体で沈下量が1.55m、

堤防を中心とした水平相対変位が1.54mとなる。地

震時に樋門の杭がせん断破壊し水平抵抗が期待でき

なくなるため伸縮継手部で大きく目開く結果となっ

た（図-4）。 

 

 (3) 函体縦方向の解析 

a) 函体縦方向の解析モデル 

 函体縦方向の解析は、函体と杭を梁部材とする弾

塑性フレーム解析とした。函体と杭を梁部材とする

フレームには、大きな地盤変形に対する非線形を考

慮するため、杭軸方向に杭の鉛直バネ(上限値を極

限支持力とするバイリニア型)、杭軸直角方向には

地盤バネ(上限値を地盤の受働土圧とするバイリニ

ア型)、および函体周面にはせん断バネ(上限値を周

面摩擦力とするバイリニア型)を配置した。 

b) 函体縦方向の解析結果と補強対策 

 解析の結果、函体が終局状態に至ることが確認さ

れた。函体の耐震補強は、経済性に優れる鉄筋コン

クリート増打ちとした（図-5）。 

 

 
 

図-5  函体補強概要図 
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図-4  地盤変形結果 

 

1.55m変位 

 

0.84m変位 0.70m変位 



 

４．伸縮継手部の耐震補強における課題 

 

 耐震性能照査の結果から、震災後は堤防土砂の樋

門内への流入や下水道機能の低下が懸念され、これ

らの問題が生じないように対策する必要があった。

しかし、地震時に生じる水平変位は約1.60mと非常

に大きいため、従来工法では水平変位に追従できな

い。仮に可とう継手等で変位に追従できても、堤防

土砂の耐土圧強度を有していないと、函体流下断面

が縮小する問題も生じる。また、施工中の問題とし

て供用中の施設であり代替施設がないことから、供

用しながら補強を実施する必要があった。 

 以上の問題点を解決するために、従来にはない耐

震補強工法を提案する必要が生じた。そこで、従来

工法の組合せや改良を行って新たな工法を提案する

ことや新工法を実現するための施工方法を策定する

ことが課題となった。 

 

５．伸縮継手部の耐震補強の検討 

 

(1) 耐震補強の方針 

 

 耐震補強上の課題を踏まえ、中押管（下水道推進

工法用鉄筋コンクリート管）を用いた推進工法（図

-6）の推進時に伸びる特徴に着目し、地震時の変位

に追従できるように鞘管部分の伸び量を改良して、

函体内継手部に設置する構造を立案することとした。 

 
図-6  中押管を用いた推進工法の概要2） 

 
(2) 水平変位の追従方法 
 

 中押S型管と中押T型管による推進時の伸びの特徴

を大変位に対応できるような構造とするため、中押

S型管（鋼管）の鞘管部分を伸ばし、中押T型管につ

いても有効長2.0mの特殊品を使用する構造を立案し

た（図-7）。中押S型管（鋼管）は川裏側の函体に 

固定し、中押T型管は川表側に固定する管と接続し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7  継手補強構造概要 

それぞれ独立して動くものとした（図-8）。川表及

び川裏側に設置する2本のヒューム管の継手はその

ままでは水平変位に対して抜出しが生じるため、抜

出し防止として緊結プレートで結合するものとした。 

 

(3) 鉛直変位の追従方法 
a) 鉛直変位の追従の方針 

 地震時の地盤変位は水平変位だけではなく、堤防

沈下による鉛直変位も生じるため、鉛直変位にも追

従できるような構造とする必要がある。鉛直変形が

生じると目開き部が屈曲し、内挿した中押し管に曲

げモーメントが作用するため、屈曲が生じる箇所を

ヒンジ構造にして曲げモーメントが作用しない構造

を立案するものとした。 

b) 鉛直変位の追従の構造 

 川表側および川裏側に設置する2本の管の継手を

目開きが生じる位置に配置して、管の継手部がヒン

ジの役割となり屈曲角に追従できるような構造とし

た。2本の管を固定する緊結プレートは、ヒンジ構

造を生かすため管の左右対称位置に1箇所ずつとし

た（図-8）。 

 

 
 

 
図-8  地震後の変位概要図 

 
c) 屈曲性能の向上 

 鉛直変位により生じる継手部の屈曲に対して、水

密性を保つ構造とする必要がある。そこで2本の

ヒューム管のうち川表側に配置する管にはＷジョイ

ント管を採用し、鉛直変位により生じる屈曲角に追

従できる性能を持たせることとした。Ｗジョイント

管は、遠心力鉄筋コンクリート製推進管であり、継

手部に接合性と水密性の確保を目的に形状の異なる

ゴム輪を設けた水密性に優れる管である（図-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

図-9  Ｗジョイント管の継手概要3） 

[地震発生後] 

 

[地震発生前] 

 



 

 

(4) 函体補強との整合 
 

 函体の耐震補強として、内面に鉄筋コンクリート

増打ちを実施するため、継手補強部についても函体

の耐震性能が確保できるよう対策する必要があった。

既設函体の内空断面が□2.0m×2.0mに対して、継手

補強の管口径は現計画処理流量から必要流下断面を

φ1350とし、函体と内挿する管との間に生じる空隙

に鉄筋を配置して無収縮モルタルで充填することで

函体の耐震性能を確保するものとした（図-10）。 

 

 
図-10  鉄筋補強概要図 

 

６．施工概要 
(1) 函体内への継手補強管の設置方法 

 

 函体内への継手補強管の設置は、クレーンでは施

工できないため、牽引装置による引込み工法を立案

した（図-11,12）。 

 

(2) 施工時の放流機能の確保 

a) 放流機能確保の方針 

 継手補強管を牽引するためのレールの設置や函体

補強のための配筋作業時はドライ化施工が条件とな

る。ドライ化は函体内に仮設配管と止水プラグを設

けて対応するものとした。 

b) 仮設配管計画 

 仮設配管は口径が大きくなると作業員の作業ス

ペースが確保できなくなるため、放流流量を絞って

仮設配管の口径を小さくする必要があった。そこで、

過去5年間の放流流量データを整理し、非出水期の

晴天時であれば放流流量が比較的少なく、仮設配管

口径をφ600にまで絞れるため、非出水期の晴天時

施工を提案した。仮設配管は雨天時流量を流下する

能力はないため、止水プラグに緊急放流用の開口を

設けて雨天時にオーバーフローできる構造とした。 

c) 継手補強管牽引時の仮設配管との取合い 

 継手補強管の牽引時に仮設配管の吊防護が支障と

なるため、支障となる吊防護を架け替えながら施工

するものとした。吊防護の架け替えの際に、仮設配

管への負担を軽減するため、一時的に放流停止を

行って仮設配管の重量を軽くするものとした。 

 

 
図-11  内挿管牽引作業計画図 

 

 
 

図-12  内挿管牽引作業計画図（断面図） 

 

７．おわりに 

 

 樋門継手部の耐震補強として、推進で用いている

中押し工法の技術やＷジョイント管材料を取り入れ

改良することで、従来工法にはない大規模変位を許

容可能な後施工継手工法を提案することができた。

また、非開削かつ下水道機能を維持しながら施工可

能な方法を立案することができた。本来、堤防自体

の液状化による沈下や変形をなくすために地盤改良

も考えられたが、工事費が高くなることから、本設

計は経済的で合理的な耐震補強ができたと考える。 

 後施工継手工法は、最近では下水道施設で多く用

いられるようになってきたが、今回のようなケース

での採用は難しく、新たな工法が必要となった。今

後も設計者として、これまで培ってきた技術を生か

し、多くの課題を解決して最適な工法を提案してい

きたいと考える。 
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